



























JEL classification numbers H72, H11
【研究ノート】
地方自治体の漸進的費用削減と住民移動







































































































では再分配政策について分析したCaplan, Cornes & Silva （2000）やMitsui 
& Sato（2001）などがある。Caplan et al. では，中央政府による地方自治
体への介入はパレート効率的な資源配分をもたらす結果が得られている。
他方，Mitsui & Sato では，中央政府の介入は住民がいずれか一つの地域へ
の集中を招き，かえって人口分布の歪みをもたらすという意味で否定的な
結果が得られている。Boadway & Flatters も含めて，これらの分析を比較
すると，中央政府の介入によって効率性が達成できるかどうかは，介入の
タイミングに依存することが分かる。中央政府の介入が住民移動の後にあ
る場合（Mitsui & Sato のモデル），住民は介入を読み込んで移動するため
に，高い効用が得られる地域への集中を招く。これに対し，Boadway & 


























元来，費用削減と競争に関する研究は産業組織論におけるR & D 























































 である。  は強い準凹関数とし，連続２階微分可能と
する。  は私的財の消費量，  は地方公共財の消費量を表す。各住民は，
所属する地域の私的財生産のために１単位の労働を供給するものとし，地
域 i の生産関数を  とする。  は強い凹関数で連続微分可能とする。
地域 i の私的財は，地域 i の地方公共財に転用できる（私的財が公共財の
唯一の生産要素）ものとする。地方自治体 i が地方公共財を１単位生産す
るのに  単位の私的財を必要とする。すなわち，  は地方公共財の私的
財で計った限界費用で，  について固定とする。ここで
  （2）
と し， ， ， ， ，
を 仮 定 す る。  は 固 定 的 な 限 界 費 用 を 表 し，


































































全均衡となる。  として考える。各地域の地方自治体は自地域の人口 




ここで ，  とする。（6）はサミュエルソンの条
件であり，解を  とすると地域 i の人口と地方公共財の限界費用の関数
  （7）









15）Boadway & Flatters （1982）やAtkinson & Stiglitz （1980）など，住民移動についての従来の
モデルでは「近視眼的な政府」として自地域の人口を所与として地方公共財の供給水準を決
定する，と仮定されてきた。これは住民が居住地を決定後，地方自治体が地方公共財の供給
水準を決定する本稿のモデルやMitsui & Sato （2001）と同値である。
56
　　　 となり，　　　　　　　 　　　　 を満たす人口のとき，地域 i にと
って極大または極小の効用をもたらす人口規模となる。なぜ極大または極




1 ．  のとき，地域 i は局所的過疎状態
2 ．  のとき，地域 i は局所的過密状態


















1 ．もし  ならば 
2 ．もし  ならば 
のいずれか一方の条件を満たす。
本稿では連続の住民を想定しているので，住民１人の重さ（ウェイト）は












である。つまり地域 i の住民が地域  へ移動する誘因がないという








































































































































































と い う こ と は  か つ 
 が成り立つことであり（13）を満たす。
また，一方が過密で他方が過疎でかつ安定性を満たすものは  
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